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１．事業の概要

八ッ場ダム

（1）八ッ場ダム建設事業について
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基礎岩盤 標高470.0m
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ダム天端 標高586.0m

290.8m

ダ ム 型 式 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
堤 高 116.0m
堤 頂 長 290.8m
ダム 天端標高 586.0m

ダ　　　　ム
ダ ム 型 式 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
堤 高 116.0m
堤 頂 長 290.8m
ダム 天端標高 586.0m

ダ　　　　ム

■吾妻川
流域面積 ：約1,356㎞2

幹線流路延長：約76㎞
■八ッ場ダム

集水面積 ：約711㎞2

■予算執行状況 約4,013億円
1)
（平成27年度末までの執行見込額）

■事業の現状 本体工事、生活再建事業を実施中

八ッ場ダムは、群馬県吾妻郡長野原町（利根川水系吾妻川）において事業中の治水・利水の目的を持つ多目的ダムです。

1)平成26年度までは代替地整備費を除く
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洪水調節

ダム地点における計画高水流量3,000m3/sのうち、2,800m3/sの洪水調節を行います。

流水の正常な機能の維持（河川の水量確保）

吾妻川（名勝吾妻峡）における流水の正常な機能の維持と増進を図ります。

新規都市用水の供給

新たに水道用水、工業用水の供給を行います。

・水道用水：群馬県、埼玉県、東京都、千葉県、茨城県に最大21.389m3/sを供給します。

・工業用水：群馬県、千葉県に最大0.82m3/sを供給します。

発電（電力供給）

ダム下流に群馬県により新設される八ッ場発電所において、最大出力11,700ｋWの発電を行います。

（2）八ッ場ダム建設事業の目的
• 工期（完成予定年度） : 平成31年度
• 建設に要する費用の概算額 : 約5,320億円（新事業費（案））

１．事業の概要
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（3）事業の経緯

１．事業の概要

3

昭和27年 利根川改修改訂計画の⼀環として調査着⼿
昭和42年 11⽉ 実施計画調査着⼿
昭和45年 4⽉ 建設事業着⼿
昭和61年 7⽉ 特定多⽬的ダム法の基本計画告⽰（事業費（約2,110億円））
平成4年 7⽉ 「⼋ッ場ダム建設事業に係る基本協定書」を締結
平成13年 6⽉ 「利根川⽔系⼋ッ場ダム建設事業に伴う補償基準」調印
平成13年 9⽉ 第１回基本計画変更告⽰（⼯期変更（平成12年度→平成22年度））
平成16年 9⽉ 第２回基本計画変更告⽰（⽬的、利⽔参画量、事業費（約4,600億円）等）

平成18年 12⽉
「利根川・江⼾川有識者会議」（第1回）を開催
（関東地⽅整備局⻑が「利根川⽔系利根川・江⼾川河川整備計画（案）」を作成するにあたり、河川法第16条の2第3
項の趣旨に基づき学識経験を有する者等の意⾒を聴く場として設置）
（以降、第11回（平成25年3⽉）まで開催） ※第5回時に利根川の洪⽔流出に関する分野の学識経験者3名を追加

平成20年 9⽉ 第３回基本計画変更告⽰（⽬的、ダム⾼、⼯期変更（平成22年度→平成27年度）等）
平成21年 9⽉ ⼋ッ場ダム本体建設⼯事の⼊札を延期（平成21年1⽉⼋ッ場ダム建設⼯事の⼊札公告）
平成21年 9⽉ ⼋ッ場ダムについて中⽌の⽅針を表明（前原国⼟交通⼤⾂）（平成21年10⽉⼋ッ場ダム建設⼯事の⼊札中⽌）
平成21年 10⽉ 全国のダムと同様に⼋ッ場ダムを検証することを表明（前原国⼟交通⼤⾂）
平成22年 9⽉ 「⼋ッ場ダム建設事業の関係地⽅公共団体からなる検討の場」を設⽴（→平成23年11⽉検討結果を本省報告）
平成23年 12⽉ 官房⻑官裁定を踏まえ、⼋ッ場ダムを「事業継続」するとの対応⽅針を決定 （前⽥国⼟交通⼤⾂）
平成24年 12⽉ ⼋ッ場ダムについて、前⽥⼤⾂の判断を尊重して、早期完成を⽬指すとの⽅針を表明（太⽥国⼟交通⼤⾂）

平成25年 1⽉ 太⽥⼤⾂は、「「官房⻑官裁定」には縛られない」「河川整備計画の策定を⼋ッ場ダム本体着⼯の条件とはしないが、
速やかに策定」との旨を発⾔

平成25年 5⽉ 「利根川⽔系利根川・江⼾川河川整備計画【⼤⾂管理区間】」の策定・公表
平成25年 11⽉ 第４回基本計画変更告⽰（⼯期変更（平成27年度→平成31年度）等）
平成26年 8⽉ ⼋ッ場ダム本体建設⼯事の契約
平成27年 2⽉ ⼋ッ場ダム本体建設⼯事起⼯式
平成28年 4⽉ ⼀級河川利根川⽔系⼋ッ場ダム建設⼯事の事業認定の告⽰



（1）事業の進捗状況【1/4】

２．事業の進捗状況
（平成28年6月末時点）

ダム本体及
び関連工事

付替国道、付替県道

（22.8㎞）

補償基準他

用地取得
（456ha）

家屋移転

（470世帯）

代替地造成

仮排水トンネル
（H21.7完成）

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 試験湛水

付替鉄道

（10.4㎞） 100%（10.4㎞）

H13.6  長野原町補償基準妥結
H16.11 吾妻町補償基準妥結
H17.9 代替地分譲基準妥結

地権者との用地補償等に係る基準は全て妥結

96%（21.8㎞）

99%（468世帯）

5地区で整備中 (うち移転済 86世帯）

96%（439ha）

※3

作業ヤード造成、骨材
プラントヤード造成、工
事用道路、仮締切等

※4

※1

※2

掘削
※4

用地取得 本体関連付替工事代替地

※3 付替国道と付替県道の付替延長に対して、供用（暫定供用含む）を開始している延長の割合を示す。（工事契約ﾍﾞｰｽでは99.6%（22.7㎞）着手済）
※4 掘削、コンクリート打設等を行うダム本体工事を平成２６年８月２０日に契約締結。

※1 長野原町、東吾妻町における八ッ場ダム建設及び関連工事のために必要な用地の合計。
※2 長野原町、東吾妻町における八ッ場ダム建設及び関連工事のために必要な移転家屋の合計。

掘削は約９割完了、平成２８年６月１４日から本体コンクリート打設開始。（減勢工部分） 4



群馬大津

岩島

吾妻川

白　砂　川

現JR吾妻線

吾妻川
長野原地区代替地

横壁地区代替地

大柏木盛土造成地

川原湯地区代替地

川原畑地区代替地

林地区代替地

長野原

横壁

林

川原畑

川原湯

長野原草津口

川
原
湯
温
泉

三島

松谷

岩下

県道林長野原線

県道川原畑大戸線

ＪＲ吾妻線付替

県道林岩下線

国道１４５号付替

八ッ場ダム

東吾妻町
ひがしあがつままち

長野原町
ながのはらまち

八ッ場ダム工事事務所

中之条町

なかのじょうまち

（旧六合村）
く に む ら

やんば館

※道の駅｢八ッ場ふるさと館｣内

長野原草津口駅

川原湯温泉駅（新駅）

町道林長野原線

町道川原湯温泉幹線街路

※平成２８年６月末時点

　　　　凡    　　　　例

　完成及び施工中

　以降残

２．事業の進捗状況
（1）事業の進捗状況【2/4】
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本体工事（減勢工）

（1）事業の進捗状況【3/4】

２．事業の進捗状況

本体工事（基礎掘削（左岸））

撮影日：平成28年6月23日

左岸 右岸

撮影日：平成28年6月30日

吾妻川

八ッ場ダム建設予定地

撮影日：平成28年7月21日

ダムサイト
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（1）事業の進捗状況【4/4】

２．事業の進捗状況

道の駅「八ッ場ふるさと館」
（林地区代替地地区内で平成25年4月営業開始）

八ッ場大橋 （県道川原畑大戸線）
（平成26年10月供用開始）

川原湯温泉駅 （ＪＲ吾妻線付替新線）
（平成26年10月運用開始）

川原畑地区代替地
（平成19年6月分譲手続き開始、以降整備中）

H28.6.20撮影撮影日：平成28年6月20日 撮影日：平成28年6月20日

撮影日：平成28年6月23日 撮影日：平成28年6月22日
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３．基本計画の変更内容



（1）基本計画変更の概要

○事業が終盤を迎え、基礎掘削が概ね完了したことにより、

事業の詳細な内容が概ね確定したことから、コスト精査を

行いました。

○コスト縮減の工夫をしてもなお、前回計画変更以降の状況

変化により、基本計画に定める「建設に要する費用の概算

額」（事業費）を変更する必要が生じたため、今般、基本

計画の変更を行うものです。

○変更内容（案）

事業費 ： 約４，６００億円 → 約５，３２０億円

工 期 ： 平成３１年度（ 変更なし ）

３．基本計画の変更内容

9



（1）基本計画変更の概要（工期）

注1 この工程表は、事業完成までの進め方の概ねの目安を示したものであり、実際の各工程は現地の状況等により変更となる可能性があります。
注2 補償の工程は、本体工事等へ影響しない最大限の工期を表したものであり、実際の工程は短縮される可能性があります。

項目

：基本計画（第4回変更）

：基本計画（第5回変更）

工種 種別

基本計画（第5回変更）基本計画（第4回変更）

工期

H31年度H26年度 H27年度

転流工

本体関連工事

（ヤード造成）

本体工

H25年度

昭和42年度から平成31年度までの予定 昭和42年度から平成31年度までの予定

仮設備

補

償

付替道路

用地補償

試験湛水

H30年度H28年度 H29年度

工期

堤

体

工

事

工程の精査

仮締切

仮締切

（作業ヤード造成）

（作業ヤード造成）

工程を精査した結果、工期に変更は生じません。「早期完成に向けた取り組みを進める」との基本的な方針に沿っ
て、引き続き工期短縮に取り組みます。

３．基本計画の変更内容
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（2）事業費変更の背景

基本計画（第４回変更） 基本計画（第５回変更）

公共工事関連単価の変化等・消費税率の変更

ダム本体工事等の進捗

湛水に伴う地すべり等対策箇所が判明

コスト縮減計画内容がほぼ確定

ダム本体工事契約前

湛水に伴う地すべり等対策を調査・検討中

コスト縮減の内容を検討中

・ダム本体工事について、ボーリング調査結果等の既存資料をも
とに費用等を算定

・ダム本体工事に着手し、地質状態が判明したことや、関係機関
との調整等が進展したことにより、これに基づき必要な費用等を
算定

・調査・検討段階であり、既存の技術情報をもとに検討した最
大限の地すべり等の範囲を想定し算定を行い、事業費の外数
で計上

・調査・検討が進み、対策箇所が判明したため、これに基づき必
要な費用等を算定し、事業費の内数で計上

・更なるコスト縮減内容について検討中 ・コスト縮減内容がほぼ確定し、これに基づき必要な費用等を
算定

年　月　日 事業の経緯

平成25年11月20日
第4回基本計画変更告示
（工期変更（平成27年度→平成31年度）、洪水調節計画）

平成26年1月8日 八ッ場ダム本体建設工事の入札公告
平成26年8月20日 八ッ場ダム本体建設工事の契約
平成27年4月10日 一級河川利根川水系八ッ場ダム建設工事の事業認定を申請
平成28年4月22日 一級河川利根川水系八ッ場ダム建設工事の事業認定告示

前回基本計画変更（第４回変更）以降、事業費に関わる条件に変化が生じました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【1/25】

単位：億円事業費の主な増要因

事業費を精査した結果、７２０億円の増額となりました。（現事業費約４，６００億円（平成22年度単
価）→新事業費（案）約５，３２０億円（平成27年度単価））

３．基本計画の変更内容

１．社会状況の変化に係る要因 91

１．１　耐震化による変更 3

１．２　関係機関との調整等による変更（埋蔵文化財対応など） 88

２．地すべり等安全対策に係る要因 141

２．１　地すべり等安全対策による変更 141

３．現地状況の変化に係る要因 215

３．１　地質条件の明確化等による変更 202

３．２　用地取得難航等による変更 13

４．自然災害に係る要因等 8

４．１　洪水や大雪対応による変更 8

５．社会経済的要因 266

５．１　公共工事関連単価の変化等 233

５．２　消費税率の変更 32

720合　計

増要因 増　額

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。
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（3）事業費の主な増要因【2/25】

（単位：億円）

項 細目 工種 現事業費 新事業費（案） 増額

建設費 4,277 4,997 720

工事費 984 1,518 535

ダム費 748 1,163 415

管理設備費 15 29 14

仮設備費 220 326 106

工事用動力費 0 0 0

測量設計費 755 851 96

用地費及び補償費 2,506 2,593 87

用地費及び補償費 1,221 1,221 0

補償工事費 1,268 1,355 87

生活再建対策費 16 16 0

船舶及び機械機器費 32 34 2

事業車両費 1 1 0

営繕・宿舎費 24 25 0

工事諸費 298 298 0

事業費 4,600 5,320 720

事業費の内訳

３．基本計画の変更内容

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。
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（3）事業費の主な増要因【3/25】

①想定地震の選定

④関連構造物等の耐震性能の照査

・文献資料等の調査・想定地震の選定

・想定地震による地震動の推定
※レベル２地震動の推定方法は、「ダム距離減衰式」

を用いる経験的方法によることを基本
Ｈ２０年度、Ｈ２３年度「ダム距離減衰式」改定

・線形動的解析や損傷過程等を考慮した地震応答解析
を実施し、貯水機能が維持されることの確認や修復
方法等を検討

・放流設備のゲート等の関連構造物に損傷が生じた
としてもダムの貯水機能が維持されることを確認

参考 《耐震性能照査フロー》

②レベル２地震動の設定

③ダム本体の耐震性能の照査

（左岸） （右岸）

ゲート門柱部
（鉄筋量の変更）

堤体上流面図

ゲート門柱部
写真：薗原ダム（下流面）a a’

a-a’を上から見た断面

門柱部のコンクリート1m3当たりの総鉄筋量
を増やし、耐震性能を確保します。

鉄筋

１．１耐震化による変更（大規模地震に対する耐震性能照査による変更）・・・（約３億円）

本体関連構造物（ゲート部等）の耐震性能照査を実施したところ、門柱部の補強対策が必要となる可能性がある
ことが確認されました。 このため、他ダムの事例をもとに、門柱部の鉄筋量の増加を想定し、その必要額を計上し
ました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【4/25】

縄文時代の遺物

発掘事例 ： 川原湯勝沼遺跡

古墳時代の遺物
縄文時代の住居跡（上空から）

発掘事例：長野原一本松遺跡

平安時代の
遺跡（Ⅲ層）

縄文時代の
遺跡（Ⅴ層）

地表

①発掘箇所全景 ②平安時代の住居跡 ③縄文時代の住居跡

※複数の地層から遺跡が発掘されたため、調査費用が増加した事例 （三平Ⅰ遺跡）断面図（三平Ⅰ遺跡）

②

③

　：調査の拡大（追加）範囲

　：現計画範囲

　：包蔵地

　：河川予定地

凡　　例

３．基本計画の変更内容

１．２関係機関との調整等による変更（埋蔵文化財対応など）
（埋蔵文化財の試掘結果を踏まえた調査範囲の拡大等に伴う増）・・・（約６７億円）

第４回基本計画変更以降の調査の進展及び新たな試掘結果を踏まえ、調査面積等が増大することとなりました。

また、複数の地層から遺跡や出土品が発掘され、調査費用が増額している事例を踏まえ、既存の調査実績単価
と調査残面積から今後必要となる埋蔵文化財調査費用を見直しました。
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（3）事業費の主な増要因【5/25】

○ 枕木等については、廃棄物処理法にもとづき、適正に処理します。

長野原草津口駅

川原湯温泉駅

枕木等 撤去延長 L=5,600m

枕木・線路等の撤去イメージ

○ ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）が含まれる電気機器については、関係法令にもとづき、一時的に保管後、適正に処分することとしています。

渋
川
方

旧長野原変電所内のＰＣＢを含有する電気機器

旧長野原変電所

１．２関係機関との調整等による変更 （埋蔵文化財対応など）
（事業者等関係機関との調整による構造や施工計画の見直しによる増（付替鉄道））・・・（約１２億円）

旧鉄道施設が水没した際の影響調査を実施したところ、枕木が防腐処理されていることが判明したため、関係機
関と調整し、水質の保全に万全を期すため、枕木等を撤去をすることとしました。

また、ＰＣＢを含む電気機器については、旧鉄道施設の一部として引き渡しを受けていることから、処分費用を計
上しました。

３．基本計画の変更内容
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３．基本計画の変更内容

変更項目 変更内容 調和の観点

①フーチング ・大きさを小さく、形状を同じ高さに揃える 小さくする、揃える

②ゲート操作室（下流面） ・幅、高さを小さくする
・ピアと幅、形状を揃える

小さくする
揃える

③ゲート操作室（上流面） ・形状に丸みをつける（ぼかす） ぼかす

④導流壁 ・導流壁の幅をピアと幅を揃える 整える

⑤堤体下部埋め戻し ・左右岸で埋め戻し形状を揃える 揃える

⑥ゲート周りの法勾配 ・堤体上流面の法勾配を揃える。
・ゲート周りの法勾配をピアの外側まで延ばす（整える）

整える

変更項目

（参考） 景観性に関わる評価項目（調和を図るための観点）

要素 配慮の考え方 措置

個々の要素に
関わる事項

景観的なインパクト
を軽減

無くす（見えなくする）

小さくする

ぼかす

要素同士の関
係に関わる事
項

関係性を整え、無秩
序な印象を与えない
ようにし、ダム景観
全体としての景観的
影響を軽減

揃える

まとめる

整える

溶け込ませる

堤体上流面堤体下流面 ①フーチング

⑤堤体下部
埋め戻し

③ゲート操作室
（上流面）

②ゲート操作室
（下流面）

④導流壁

⑥ゲート周りの
法勾配

○ 周辺景観とダム等の構造物との調和を図るために変更した主な項目

１．２関係機関との調整等による変更 （埋蔵文化財対応など）
（事業者等関係機関との調整による構造や施工計画の見直しによる増（景勝地の保全））・・・（約８億円）

名勝吾妻峡の景観の保全について、文化庁長官の回答を踏まえ、学識経験者等から構成される委員会に諮り検
討を進めた結果、周辺景観とダム等の構造物との調和を図るために、ダム堤体等の構造を一部変更する必要が生
じました。

（3）事業費の主な増要因【6/25】
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３．基本計画の変更内容
（3）事業費の主な増要因【7/25】

久々戸

白岩沢

勝沼
二社平

久森沢

横壁

林

川原畑②

川原湯

川原畑①

小倉
（対策済）

排土工（イメージ図） 押さえ盛土工（イメージ図）

地すべり土塊の頭部の荷重を除去す
ることにより地すべりの滑動力を低減さ
せ、地すべりを防止

地すべり土塊の末端部に盛土を行うこ
とにより、地すべり滑動力に抵抗する力
を増加させ、地すべりを防止

：地すべり対策工を必要とする可能性がある地区

：未固結堆積物斜面対策工を必要とする可能性がある地区

：対策必要箇所 ：対策不要箇所

地すべり対策 （イメージ図）

※ 新たな指針：「貯水池周辺の地すべり調査と対策に関する技術指針（案）・同解説」平成21年7月国土交通省河川局治水課

○ 地滑り検討・対策箇所一覧

要因別 種別 地区名
対策工法

（案）
対策工法

（案）
備考

地
す
べ
り
等
対
策

現計画で
見込んでいる地

区

地すべり 二社平（川原畑）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 勝沼（林）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 小倉（横壁）
排土工

押さえ盛土工
鋼管杭工

排土工
押さえ盛土工

鋼管杭工

H21迄に
実施済

指針（案）に基づく
点検の結果

追加された地区

地すべり 白岩沢（横壁）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 久森沢（林） 押さえ盛土工 対策不要

地すべり 久々戸（長野原） 押さえ盛土工 押さえ盛土工

未固結堆積物 川原畑① 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 川原畑② 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 川原湯 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 横壁 押さえ盛土工 押さえ盛土工

未固結堆積物 林 押さえ盛土工 対策不要

ダム検証時の地すべりの
可能性がある

対策必要箇所１１箇所

精査結果後の対策必要箇所
６箇所（小倉対策済）を

事業費に見込む

詳細検討

ダム検証時 精査の結果

２．１地すべり等安全対策による変更（湛水に伴う地すべり等の対策費の増）・・・（約９６億円）

現計画では、 平成21年に定められた新たな技術指針※に基づき、当時得られている情報等をもとに最大限の範
囲を想定し、地すべり等の対策費を事業費の外数として整理していました。（従前から対策を予定していた３箇所は
現計画に計上）

今般、専門家の意見を聴きながら地すべり等対策の必要な調査等を進めた結果、従前３箇所を含む６箇所の対
策が必要であることが判明したことから、必要な費用を事業費に計上しました。

○新たな指針※の主な内容
1.航空レーザー測量による地形判読の精度向上
2.高品質ボーリングによるすべり面判定の精度向上
3.浸透流解析による間隙水圧の残留率の精度向上
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３．基本計画の変更内容
（3）事業費の主な増要因【8/25】

川原湯①

川原湯②

川原湯③
川原湯④

長野原

▽

想定複合円弧すべり面

杭工（鋼管杭、深礎杭）

盛土造成斜面

既設護岸

杭工（イメージ図）

アンカー工（イメージ図）

杭を不動地盤まで貫入し、地すべり土塊
の滑動力を杭で抑制し、地すべりを防止

盤内にアンカーを定着させ、地すべり滑
動力をアンカーの引張力で抑え、地すべ
りを防止

▽

想定複合円弧すべり面

アンカー工

既設護岸

盛土造成斜面

地区名 対策工法(案) 

代替地地区の
安全対策

川原湯① 杭工

川原湯② 杭工

川原湯③ 杭工

川原湯④ 杭工

長野原 アンカー工

○ 代替地地区の安全対策一覧

安全対策 （イメージ図）

ダム検証時の対策必要箇所５箇所について対策を実施
事業費の内数として計上

２．１地すべり等安全対策による変更（湛水に伴う代替地地区の安全対策費の増）・・・（約４４億円）

現計画では、平成18年に改正された宅地造成等規制法に定められた基準に従い、当時得られている情報等をもと
に最大限の範囲（５箇所）を想定し、代替地地区の安全対策費を事業費の外数として整理していました。

今般、専門家の意見を聴きながら安全対策の必要な調査等を進めた結果、５箇所の安全対策が必要であることが
判明したことから、必要な費用を事業費に計上しました。

杭工

○宅地造成等規制法の主な内容

平成18年に宅地造成等規制法が改正され、新規宅地造成に係る耐震性を確
保するための技術基準が法律上明確になった。
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（3）事業費の主な増要因【9/25】

（上流） （下流）

（ダム軸）

※A断面を、右岸から左岸方向にみた図

：当初

：追加

凡例 掘削範囲

例 【地質断面図（EL580m）】

（左岸） （右岸）

（ダム堤体）

（下流）

○ 当初の想定
青い線の枠内が岩石の分布範囲と想定

○ 実際の状況
赤い範囲が岩石の分布範囲

※EL580mの断面を、真上から真下方向にみた図

岩石の分布状況

岩石

弱層部の分布状況

【断面図】 弱層部の追加掘削

：当初

：変更

凡例 岩石範囲

例 【A断面】

（左岸） （右岸）

【EL580m】

【A断面】 ※上流から下流を望む

硬い岩石の割合が増加

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（本体掘削における土質区分の変更等））・・・（約４１億円）

ダム本体の基礎掘削の進捗により、掘削面の詳細な地質情報が明らかとなり、当初想定より硬い岩石の割合が
多いことや、除去が必要な弱層部が想定より深かったことなどから、これらにかかる掘削費用等が増額となりました。

３．基本計画の変更内容
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（左岸）

※真上から真下方向を見た図面

（上流）

ダム軸

（右岸）

（3）事業費の主な増要因【10/25】

：当初

：変更

凡例 コンソリデーション

グラウチング範囲（弱部補強）

【平面図】

○コンソリデーショングラウチング範囲（弱部補強）

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（本体掘削における土質区分の変更等（グラウチング）））・・・（約３億円）

ダム本体の基礎掘削の進捗により、詳細な掘削面の地質情報が明らかとなり、弱部補強及び遮水性の改良のた
めのコンソリデーショングラウチングを施工する範囲の見直しを行いました。

３．基本計画の変更内容
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林

横壁

川原湯

長野原

八ッ場ダム

長野原草津口

川
原

湯
温

泉

川原畑地区代替地

長野

川原湯地区代替地
林地区代替地

長野原地区代替地

３．基本計画の変更内容
（3）事業費の主な増要因【11/25】

.３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（貯水池伐採範囲の精査））・・・（約３６億円）

貯水池内の樹木伐採については、ダム管理上の観点から必要最低限の範囲とする計画としていましたが、悪臭な
どの代替地周辺の環境及び船舶の通行等に影響があることが判明したため、伐採範囲の見直しを行いました。

※航路への影響のない水位（EL.540.4m）
（近30年における渇水位の平均水位EL.552.1mから水陸両用バス喫水高1.2mと樹木高10.5mを考慮した水位）

当初 変更（追加範囲）

伐採面積 約4ha 約78ha

伐採対象
範囲

・流木止めより下流を対象
・常時満水位以下を全伐採

・視点場からの可視範囲を対象
・常時満水位以下、航路への影響のない

水位※以上を伐採

伐採対象
のイメージ

（変更）伐採範囲（追加範囲）

視点場

（当初）伐採範囲

○ 樹木の伐採範囲について
○ 樹木を存置した場合の課題

・枯死木は周辺道路から一部見える。
・出水後、水位が下がるとゴミや腐敗

木によって悪臭を発する。
・残置樹木が支障となって流木処理

が行えない。
・管理上の問題として、船舶の通行

に支障が生じている。

・近接する住民生活環境への影響大
・観光資源としての価値低下

EL.583m
常時満水位

：伐採範囲

EL.583m

EL.540.4
※
m

：伐採範囲

EL.552.1m

EL.550.9m

渇水位の平均水位（近30年）

常時満水位

喫水高1.2m

樹木高10.5m
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（3）事業費の主な増要因【12/25】

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（地すべり対策等に支障となる水没橋梁の撤去））・・・（約１１億円）

存置を予定していた水没する既設橋梁について、地すべり等対策の検討などが進捗し、施工の支障となることが
判明したこと等により、橋梁の撤去が必要となりました。

３．基本計画の変更内容

写真：下田橋

写真：上湯原橋

撤去橋梁の概要

白岩沢（地すべり）

横壁（未固結堆積物）
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（3）事業費の主な増要因【13/25】

軟弱土の状態

地山線

計画線

断 面 図

盛土

掘削

（A-A’断面）

軟弱土に生石灰を混合し土質を改良
（スタビライザを用いた固化剤（生石灰）の混合状況）

盛土材
に流用

A

A’

骨材プラントヤード空撮

平 面 図
切土した土砂に軟弱な土砂が含まれており、
土砂の運搬を可能とするため、土質改良を実
施し、盛土材に流用

改良目標値（コーン指数）

改良前： 約200kN/m2
※1

改良後： 400kN/m2
※2

※1 土地造成において適切な土質改良を行えば
使用可能なもの

※2 土地造成においてそのまま使用可能なもの
「建設発生土利用マニュアル」より

土質改良
※盛土材に流用

骨材プラントヤードの土地造成

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（骨材プラントヤード基礎地盤の土質改良））・・・（約２億円）

骨材プラントヤードの土地造成については、現地の地山の切土土砂を盛土材として流用することとしていましたが、
地山の切土に一部軟弱土が含まれていたため、土質改良が必要となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【14/25】

②側壁の高さ

①側壁の形状

⑤副ダムの嵩上げ

④ブロックの設置

③シルの設置

a a’

b

b’

a‐a’断面

b‐b’断面

左岸右岸

見直し項目 見直し理由

①側壁の形状 流況の安定を目的とし、逆流域を形成・増大させるため、側壁の形状を斜めに開いた形状とした

②側壁の高さ 放流による浸食を受けない高さで、速い流速での越水を避ける高さ確保した

③シルの設置 流況の安定を目的とし、強制的に跳水を発生させるためのシルを設置した

④ブロックの設置 流況の安定を目的とし、強制的に流れのエネルギーを減勢させるブロックを設置した

⑤副ダムの嵩上げ 流況の安定を目的とし、安定した跳水を発生させるための減勢池水位を確保するために副ダムを嵩上げした

○ 減勢工の見直し項目

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（水理模型実験による減勢工の変更））・・・（約１８億円）

水理模型実験により、放流水を減勢させるための構造の検討を進めた結果、減勢工構造の見直しが必要となりま
した。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【15/25】

渋
川
方

※イメージ

【ダムサイト】

骨材

濁水処理設備

※イメージ

【骨材製造設備】

骨材製造設備では、骨材の洗浄水やふる
い分け時に使われた濁水が濁水処理設備
に送られます。この設備では、凝集剤を用い
て微粒な縣濁粒子を水と分離させ、その後
脱水を行います。

ダムサイト濁水は、基礎掘削時流出水、
コンクリートプラント洗浄水、基礎処理廃水、
コンクリート作業廃水等があり、濁水処理
設備で凝集剤を用いて微粒な縣濁粒子を
水と分離させ、その後脱水を行います。

ふるい分けの濁水

脱水ケーキ

骨材の洗浄水

コンクリート作業水

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（建設副産物（脱水ケーキ）の処分））・・・（約１６億円）

ダム本体工事に伴い骨材製造設備及びダムサイト濁水処理設備から発生する建設副産物（脱水ケーキ）につい
ては、盛土材への利用を予定していましたが、他ダムにおいて産業廃棄物として処理する割合が高いという実績を
踏まえ、八ッ場ダムにおいても環境基準値を超過した場合を想定し、産業廃棄物としての処分費用を計上しました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【16/25】

補強⼟壁⼯法

推定岩盤線
【当初】

地盤線

H≓15m

●推定岩盤線が当初想定していた深度よりも⼤幅に深い位置にある
●補強⼟壁⼯法の適⽤基準（盛⼟⾼20ｍ）を超える
●⼯法変更により掘削規模が減少するため、仮設時の斜⾯対策が不要になる

掘削線

当初

構造変更箇所

町道

鋼製桟道橋変更

推定岩盤線
【当初】

地盤線

H≓15m

H≓15m

推定岩盤線
【変更】

町道

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（町道工事における現地精査に伴う構造の変更））・・・（約８億円）

付替町道の一部区間において、ボーリングを実施したところ、推定岩盤線の位置が想定より深かったことから、当
初計画していた補強土壁工法から、他工法（鋼製桟道橋）に変更しました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【17/25】

【放流警報設備】
現地調査及び吾妻川の既往洪水を踏まえた放流警報区間

の検討の結果、下流域の沿川住民や河川内利用者等に不聴
区間が生じないように警報局の箇所数が変更となりました。

１４局 → ２９局

※当初は、主要箇所（支川の合流点等）に放流警報設備を設置する
計画でしたが、現地調査の結果、河道沿いに公園や釣り場等の点在
が確認されたため、警報範囲を拡充しました。 また、周囲に民家が
多く騒音問題が懸念される箇所への対策として、スピーカとサイレン
の併用に見直しを行いました。

放流警報局 警報表示板

非常用発電機 ２台

ゲート設備及びダム管理棟
に電力を供給し機能を確保

イメージ

イメージ イメージ イメージ

【非常用発電設備】
東日本大震災での停電実績を踏まえ、停電の想定期間が３

日から７日間に変更となりました。
また、基準に基づく非常用電源設備の増強、及び必要な燃料

が確保できる設備に変更となりました。

１台 → ２台

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（管理設備計画の精査による変更））・・・（約１０億円）

現計画では、他ダムの事例を参考にして必要な施設を見込んでいましたが、その後、東日本大震災後に改定され
た要領等に基づき具体的な検討を行った結果、非常用発電設備や放流警報設備の追加等が必要となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【18/25】

上湯原（Ｒ－１３、１４、１６）

打越沢（Ｒ－８、９）
折の沢（長Ｌ－２）

温井沢（Ｌ－６）

流路工（盛土）・土砂採取予定箇所 位置図

：盛土予定箇所
：流路工

東沢（長Ｒ－１）

横 断 図 折の沢（長Ｌ－２）

A-A’断面
盛土

流路工

A’

A

変更後土砂採取予定箇所

工 事
（土砂受け入れ工事）

他事業
（工事）

他事業
（工事）

施工段階において、土砂の
発生時期と受入時期等が
あえば受け入れ可能

他事業からの発生土砂の受け入れを想定

他事業
（工事）

土砂の受け入れのイメージ図

他事業
（工事）

流路工

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（盛土材調達の計画変更））・・・（約４１億円）

流路工の盛土材は他事業からの受け入れを想定していましたが、土砂の受け入れ段階において、必要な受土量
が確保できなかったため、新たに盛土材の確保（採取、運搬）が必要となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【19/25】

A-A’断面

断面図

重力式擁壁

地盤線

盛土

地盤改良（置き換え工）

A A’

追加の重力式擁壁

平面図

既設の重力式擁壁

横壁（小倉）地区

平面図

B’

地盤改良

盛土

B-B’断面

断面図

地盤改良（セメント改良工） 盛土

横壁（東・中村）地区

貯水池

貯水池

B B’

横壁

B

３．１地質条件の明確化等による変更
（現地地質条件の変更等による増（代替地の基盤整備内容の具体化による変更））・・・（約１６億円）

代替地地区の基盤整備内容が具体化したことにより、重力式擁壁の延長の増加や地質精査よる擁壁基礎の地盤
改良（置き換え工）、盛土法先部の地盤改良（セメント改良工）が必要となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【20/25】

凡 例

残土置場

①残土置場 【打越】
（二次盛土）

本体基礎掘削

既設橋梁の補強（25ｔダンプ対応）

【久森：2.9km】

【勝沼：3.5km】

【打越：1.2km】

当 初

変 更

【二社平：1.2km】

【温井沢：1.3km】

変更項目 変更理由

残土置場の変更 ○ 残土置場と想定していた水没地内の用地取得に時間を要し、別の残土置
場等への運搬が必要となりました。

土砂運搬路（既設橋梁）の補強 ○ 残土置場へ運搬するため、25ｔダンプに対応する既設橋梁の補強が新たに
必要となりました。

【仮設備：2.3km】

【打越：1.2km】

３．２用地取得難航等による変更
（用地制約に伴う運搬ルート変更等による増（本体工事における用地交渉に伴う運搬経路の変更））・・・（約１２億円）

想定していた土砂搬出先の用地取得に時間を要したことにより、別の残土置場への運搬及び運搬路整備が必要
となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【21/25】

土地収用法第３５条に基づく立入調査イメージ

：起業地範囲

権
利
取
得
裁
決
・明
渡
裁
決

収
用
委
員
会
審
理

裁
決
の
申
請

事
業
認
定
の
告
示

土
地
調
書
・
物
件
調
書
の
作
成

土
地
・
物
件
の
立
入
調
査

権
利
取
得
・明
渡
し

補
償
金
の
支
払
い

明
渡
裁
決
の
申
立

土地収用法の手続きの主な流れ

H28.4.22

３．２用地取得難航等による変更
（用地制約に伴う運搬ルート変更等による増（用地交渉難航に伴う裁決申請図書作成等））・・・（約０．５億円）

水没地等における未取得用地について、任意協議と並行して適切な時期に収用手続きを進めるため、土地収用
法第35条に基づく立入調査（土地測量、立木調査等）、36条に基づく裁決申請図書の作成が必要となりました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【22/25】

除雪状況（横壁地区）除雪状況（横壁地区）

除雪状況（川原畑地区）

除雪状況（⻑野原地区）

毎１時間降水量と積雪の深さ等の時系列図（前橋）

※平成26年2月14日から15日にかけての大雪に関する群馬県気象速報
（前橋地方気象台）より抜粋

月最大積雪：75cm

除雪状況（川原湯地区）

：除雪対応箇所

：出水対応箇所

⼯事箇所のため掘削機器による除雪 供⽤済み道路ため除雪⾞を使⽤

⽣活道路のため除雪⾞を使⽤

⼯事箇所のため掘削機器による除雪

歩道部のため⼈⼒による除雪

盛⼟洗掘･⼟砂流出

４．１洪水や大雪対応による変更（今後の洪水や大雪対応等による増）・・・（約８億円）

自然災害により、工事現場等の復旧が必要となった実績を踏まえ、今後の自然災害の発生を想定し、復旧費用を
計上しました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【23/25】

３．基本計画の変更内容

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

労務単価 100.0 118.2 126.9 130.8 135.4 141.2 146.9 152.7

労務(測)単価 100.0 100.5 106.4 112.4 116.7 122.1 127.5 132.9

資材費 100.0 100.4 105.1 103.3 101.4 101.7 102.1 102.4

機械経費 100.0 100.0 103.1 103.1 105.2 106.9 108.7 110.4

90

100

110

120

130

140

150

160

170

単
価
上

昇
率

(H
2
4=
1
00
)

傾向と現単価の単価差

５．１公共工事関連単価の変化等（公共工事関連単価の変化）・・・（約２１２億円）

現事業費は、第４回基本計画変更時の単価（注１をもとに算定しています。新事業費（案）については、その後、平
成25年度以降の変動を踏まえた費用を事業費に計上しています。（注2

また、平成25年度～平成28年度の傾向から、平成28年度以降の単価の変動を推定し、今後に備えるための費用
を事業費に計上しました。

注1：第４回基本計画変更時の単価は、ダム検証時に算定した平成22年度単価を採用している。
注2：平成22年度から平成24年度までは大きな単価の変動が生じていなかったため、平成24年度単価を基準として算出を行った。

H25～H28年度の傾向による推定

実線部 ： H28年度以降はH27年度単価
点線部 ： H28年度は実績単価、H29年度以降はH25～H28年度の傾向による推定

凡例

： 実績値

： 推定値
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（3）事業費の主な増要因【24/25】

一般管理費等※1の改定

現場管理費※2の改定

人材育成・確保等の必要性を踏ま
えた適正な利潤を確保するため、一
般管理費等率が改定されました。

一般管理費等率の改定に伴い、
現場管理費の外注経費（外注する
際の一般管理費等）についても合
わせて改定されました。

工事費用の基本構成
（イメージ図）

※1：一般管理費等：工事施工にあたる企業の継続運営に必要な費用

※2：現場管理費：工事施工にあたって，工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費

※1及び※2：土木工事標準積算基準書（共通編）平成２８年度（4月版）より抜粋

直接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費等

消費税等相当額

工
事
原
価

純
工
事
費

５．１公共工事関連単価の変化等（一般管理費等の改定による変更）・・・（約２１億円）

平成27年度の国土交通省土木工事積算基準等の改定により、一般管理費等率が約20％、現場管理費率が５％、
設計業務委託等の諸経費が約５％増加しました。平成27年度以降の工事等に改定後の積算基準を反映させたこと
による増額が生じました。

３．基本計画の変更内容
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（3）事業費の主な増要因【25/25】

0%

5%

10%

15%

昭和61年 平成3年 平成8年 平成13年 平成18年 平成23年 平成28年

（消費税率） 消費税率の変遷

平成26年4月
８％

平成9年4月
５％

平成元年4月
３％

今回見込んだ
消費税

～

前回まで見
込んでいた
消費税

５．２消費税率の変更・・・（約３２億円）

現事業費は消費税５％を考慮したものでしたが、平成26年４月以降については、８％に変更しました。

３．基本計画の変更内容
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（4）コスト縮減の取り組み【1/6】

単位：億円
コスト縮減の取り組み

37

新事業費（案）の増額７２０億円は、今後実施予定の約７６億円のコスト縮減を見込んだ上での額です。

３．基本計画の変更内容

縮減内容

１．工事の設計・施工等の見直しに係る縮減 ▲ 7

１．１ 本体工事のための工事用道路の幅員等見直しによる減 ▲ 4

１．２ 他事業の建設発生土を盛土材料に有効活用することによる減 ▲ 3

２．管理計画等の見直しに係る縮減 ▲ 22

２．１ 貯水池内伐採を選択伐採とし、伐採範囲を縮小したことによる減 ▲ 12

２．２ 水没区間の旧鉄道施設のバラスト撤去費用の取り止めによる減 ▲ 10

３．調査・設計等の精度向上に係る縮減
▲ 47

３．１
地質調査等の精度向上に伴う貯水池周辺における地すべり等の
対策の減 ▲ 47

▲ 76

縮 減 額

合　計

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。



（4）コスト縮減の取り組み【2/6】

本体掘削箇所

仮設橋梁から橋梁補強へ構造変更

橋梁

当初
対面通行：L=2,820m

変更
対面通行：L=2,770m
交互通行：L=  50m

構造変更箇所

交互通行区間
（トンネル区間）

Ｌ＝５０ｍ
仮設橋梁削減 ※ 既存の橋梁をコンクリートで固め補強

橋梁補強削減

橋梁補強削減

38

１．１工事の設計・施工等の見直しに係る縮減
（本体工事のための工事用道路の幅員等見直しによる減）・・・（約▲４億円）

ダム本体の掘削残土や地すべり対策などの工事用道路において、大型ダンプ（25ｔ及び40ｔ）の対面通行ができる
道路拡幅を計画していましたが、施工計画を照査（実車と空車の通行区分け等）し、①橋梁補強箇所の削減、②対
面通行から交互通行へ見直し、③仮設橋梁の構造変更を実施することにより、コスト縮減を図ることとしました。

３．基本計画の変更内容

①橋梁補強箇所の削減

③仮設橋梁の構造変更

②対面通行から交互通行へ見直し



（4）コスト縮減の取り組み【3/6】

関東地方整備局管内及び地方公共団体（群馬県内の現場近郊の
市町村）等の他事業のうち、大規模工事を対象にして、工事期間、
発生土量などを聞き取り調査を行い、本事業による盛土材料の必
要な時期、量などのマッチング調整を行います。

八ッ場ダム建設事業で
盛土材料として利用

他事業の
建設発生土

他事業の
建設発生土

他事業の
建設発生土
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１．２工事の設計・施工等の見直しに係る縮減
（他事業の建設発生土を盛土材料に有効活用することによる減）・・・（約▲３億円）

盛土材料を現場内採取で賄うこととしていましたが、関東地方整備局管内の他事業等の建設発生土を本工事現
場に搬入してもらうように他事業と調達時期等についての調整を進め、土砂採取・運搬経費等の縮減を図ることとし
ました。

３．基本計画の変更内容



林

横壁

川原畑

川原湯

長野原

八ッ場ダム

長野原草津口

川
原

湯
温

泉

川原畑地区代替地

川原湯地区代替地
林地区代替地

長野原地区代替地

３．基本計画の変更内容
（4）コスト縮減の取り組み【4/6】

○ 樹木の伐採範囲について

：（縮減後）伐採範囲

：視点場

：（縮減前）伐採範囲

凡 例

＋

：存置範囲
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２．１管理計画等の見直しに係る縮減
（貯水池内伐採を選択伐採とし、伐採範囲を縮小したことによる減）・・・（約▲１２億円）

貯水池内の樹木伐採範囲について、上流部では視点場からの不可視範囲を対象として樹木を存置することとし、そ
れ以外は航路への影響のない水位以下の樹木は存置することとし、コスト縮減を図ることとしました。

※航路への影響のない水位（EL.540.4m）
（近30年における渇水位の平均水位EL.552.1mから水陸両用バス喫水高1.2mと樹木高10.5mを考慮した水位）

縮減前 縮減後

伐採面積 約111ha 約78ha

伐採対象
範囲

・常時満水位以下を全伐採

・視点場からの可視範囲を対象
・流木止めより上流で、常時満水位以

下、航路への影響のない水位※以上の間
を伐採

伐採対象
のイメージ

EL.583m
常時満水位

：伐採範囲

EL.583m

EL.540.4
※
m ：伐採範囲

EL.552.1m

EL.550.9m

渇水位の平均水位（近30年）

常時満水位

喫水高1.2m

樹木高10.5m

：存置範囲



（4）コスト縮減の取り組み【5/6】

長野原草津口駅

川原湯温泉駅

バラストの存置延長 L=5,600m
線路施設の撤去イメージ

レール・枕木（撤去）

バラスト：砂利（存置）
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２．２管理計画等の見直しに係る縮減
（水没区間の旧鉄道施設のバラスト撤去費用の取り止めによる減）・・・（約▲１０億円）

水没区間内の旧鉄道施設は全撤去する計画でしたが、線路施設の取り扱いについて、環境調査結果及び、関係
機関等と調整を踏まえ、バラストを存置し、コスト縮減を図ることとしました。

３．基本計画の変更内容



久々戸

白岩沢

勝沼
二社平

久森沢

横壁

林

川原畑②

川原湯

川原畑①

小倉
（対策済）

排土工（イメージ図） 押さえ盛土工（イメージ図）

地すべり土塊の頭部の荷重を除去す
ることにより地すべりの滑動力を低減さ
せ、地すべりを防止

地すべり土塊の末端部に盛土を行うこ
とにより、地すべり滑動力に抵抗する力
を増加させ、地すべりを防止

：ダム検証時の地すべり対策工を必要とする可能性がある地区

：ダム検証時の未固結堆積物斜面対策工を必要とする可能性がある地区

：対策必要箇所 ：対策不要箇所

地すべり対策 （イメージ図）

○ 地滑り検討・対策箇所一覧

要因別 種別 地区名
対策工法

（案）
対策工法

（案）
備考

地
す
べ
り
等
対
策

現計画で
見込んでいる地

区

地すべり 二社平（川原畑）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 勝沼（林）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 小倉（横壁）
排土工

押さえ盛土工
鋼管杭工

排土工
押さえ盛土工

鋼管杭工

H21迄に
実施済

指針（案）に基づく
点検の結果

追加された地区

地すべり 白岩沢（横壁）
排土工

押さえ盛土工
排土工

押さえ盛土工

地すべり 久森沢（林） 押さえ盛土工 対策不要

地すべり 久々戸（長野原） 押さえ盛土工 押さえ盛土工

未固結堆積物 川原畑① 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 川原畑② 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 川原湯 押さえ盛土工 対策不要

未固結堆積物 横壁 押さえ盛土工 押さえ盛土工

未固結堆積物 林 押さえ盛土工 対策不要

ダム検証時の地すべりの
可能性がある

対策必要箇所１１箇所

精査結果後の対策必要箇所
６箇所（小倉対策済）を

事業費に見込む

詳細検討

ダム検証時 精査の結果

（4）コスト縮減の取り組み【6/6】

※ 新たな指針：「貯水池周辺の地すべり調査と対策に関する技術指針（案）・同解説」平成21年7月国土交通省河川局治水課 42

３．１調査・設計等の精度向上に係る縮減
（地質調査等の精度向上に伴う貯水池周辺における地すべり等の対策の減）・・・（約▲４７億円）

貯水池周辺の地すべり等対策において、平成21年に定められた新たな技術指針※に基づき、ダム検証時では11箇
所（うち１箇所対策済）が対策を必要とする可能性のある箇所としていました。その後、平成25年度から専門家の意見
を聴きながら地すべり等対策の必要な調査等を進めた結果、対策箇所を６箇所（うち１箇所対策済）に限定しました。

３．基本計画の変更内容

○新たな指針※の主な内容
1.航空レーザー測量による地形判読の精度向上
2.高品質ボーリングによるすべり面判定の精度向上
3.浸透流解析による間隙水圧の残留率の精度向上


